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本日の発表内容

1. 労働力不足の現状、特に「介護マーケット」に関して

2. 「介護分野」特定技能外国人労働者

3. 技能実習制度、特定技能制度の改正について

4. 社労士/登録支援機関のビジネスモデル





153位

OECD主要国
の移民比率は
10～20%



コロナ後、再び増加



国毎に在留資格に特徴がある

在留中国人と家族
高度人材の若者も増加

日本人配偶者
技能実習生

技能実習生

日系ブラジル人
と家族

特定技能
技能実習生





2030年には53万人の介護人材が不足



（「第7期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について（平成30年5月21日）」別紙１より厚生労働省）

増やす
施策は、
この一択
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５年間予定の6万人超は確実





特養 8,414施設 老健 4,279施設 (令和3年データ) まだ 4施設に１軒のみが外国人を雇用
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∗技能実習制度の廃止⇒新制度（特定技能０号に近い制度）
・ 管理組合が扱う ・ 特定技能と職種を揃える ・ 転職可能

∗特定技能制度の改定⇒２号を全分野に拡大
・ 技能試験整備 ・ 家族帯同、永住権ヘの道筋 ・ 介護は“在留資格介護”

新たな流れ；制度改正



研修制度（技能実習生）との認識から来る労基法違反問題（雇用主の意識の低さ）

日本人の人権への意識の低さ、他国の人を「外人」と呼ぶ意識

一部の悪徳な「海外送り出し機関」、「国内管理団体」の存在と監視体制の弱さ

 コロナによる帰国困難者に対する入国管理体制の曖昧さ

技能実習生による犯罪（実際の犯罪率は高くない）報道による偏見の助長

技能実習生、留学生の労働問題



技能実習生（研修）への雇用主の法令違反

50人に1人が失踪、失踪事例の７０％で労基法違反



借金
平均６０万円

管理費

研修費

低賃金

一部悪徳送り出し機関、管理団体が入ると赤い字で示した悪循環が起こる仕組み

借金返済

















特定技能２号の分野拡大
全分野で永続勤務、家族との定住が可能に



４０

２０

３０

ヨーロッパ各国でも高齢化は急速に進む



イギリスは２０００年以降介護外国人の受け入れを加速



EU,オーストラリアの介護外国人労働者

∗ OECD主要国の高齢化も２０３０年以降急速に深刻化する
∗ イギリスはEU離脱によって独自に外国人介護人材の就労ビザを緩和
∗ 各国ともに外国人介護人材受け入れを拡大

∗ 極めつけはオーストラリア
TSS（就労ビザ）の分野に新たに介護が加わる

・他国での１年の介護経験、新規でも６か月の研修で取得可能、英語要件も大幅緩和

ENS（永住ビザ）の申請も容易に
・TSSで２年就労すれば申請可能

＊日本の特定技能介護で１年経験し豪州へ行けば２年で家族帯同可能な永住権

国内のコップの中で議論している場合では無い 気づいたときには日本に来る外国人はいなくなる
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∗２０１９年～５年間の活動

∗登録支援機関の業務内容、ビジネスの本質

∗社労士・登録支援機関としての強み

∗今後のビジネスモデルの方向性

社労士/登録支援機関のビジネスモデル



過去５年間の活動

∗ ２０１９   市内介護施設訪問（社労士活動、市の医療介護連携会議専門委員の顔）
∗ 登録支援機関認定（顧問先介護施設のコンサルから派生）
∗  都下特養、老健一覧表先への営業メール（反応なし）
∗                 西多摩医師会長､東京多摩福祉協同組合設立に協力
∗ ベトナム視察訪問Y予備校の採用部長に同行
∗ ２０２０   インドネシア日本語学校（送り出し機関）と提携
∗ 顧問先介護施設とインドネシアとのＷｅｂ面接開始 
∗                在留資格申請の関連書類作成開始､最初の１０人を申請
∗ 介護施設とインドネシア日本語学校セミナー用のビデオ制作
∗ 年末、年始コロナ前に滑りこみ１０人入国、入職
∗ ２０２１  在日他分野技能実習生から特定技能介護への資格変更者を２０数名採用
∗ コロナ禍入国不可だが、面接は継続、内定者を２０名以上抱える
∗ ２０２２ 入国再開で、内定者が一斉に入国、入職
∗ ２０２３  転職者も１０％以上出ているが、インドネシア、スリランカ、カンボジア ５０名以上を担当
∗ より優秀な人財、定着増を目的にインドネシアに日本語学校を設立、現地での直接採用面接
∗ 東京都福祉保健局介護人材定着課より相談登録支援機関として推薦を受ける



∗ 技能実習生「介護」は１３社のみ認可、残り６００社は１３社のラベリング（子会社的に）で送り出し（特定
技能もその国のルール優先）

∗ 子会社の社長、幹部は元技能実習生、留学生が多い（別の意味で技能移転？日本の貢献大）

∗ 中間に関与する会社が多く、結果的に技能実習生の金銭負担（借金）が大きくなっている

∗ 特定技能も技能実習制度と同じ利益構造（初期育成１０～３０万円、月額管理費５千円から１万円を
日本の管理組合に要求）での法整備を政府に要望（コネ、賄賂社会）

∗ 日本の管理組合は、企業へ初期費用、管理費を高く請求できる（研修制度）ので結果的に現地の送
り出し機関も技能実習生の方が利益が高く、特定技能にはシフトしなかった（今後の制度改正でどう
動くか不透明）

∗ 介護への需要が大きく、技能実習生に関しても事前研修の質で差別化を図っている（看護系短大、
老人ホームとの提携による事前研修）。日本語基礎に加え、介護の日本語、実習体制の整備）

∗ 現地給与と日本での給与格差が縮小し、日本へ来る若者は減少すると予測される

ベトナムの送り出し機関視察訪問
視察の結果、ベトナムは手を出さない方が良いと結論



介護施設、現地日本語学校と協力し
リクルート用の介護ビデオを作成

インドネシアでの介護セミナー、ＵＴｕｂｅに掲載

https://www.youtube.com/watch?v=p6-jK50RcSg

https://www.youtube.com/watch?v=p6-jK50RcSg


国の規定の義務業務



１人分の申請書類、約２０種 １回目の添付書類１回目の添付書類

現在では

＊印鑑不要
（契約書、雇用条件書除く）
＊申請書類は１４種に削減
＊添付資料は２年ごと



オンライン申請で全国どこにいる人材でも
いつでも申請可能に・・・・密な入管、長時間待ちしなくてもOK



国の規定の義務業務

これはビジネスモデルではなく作業



メディナケア株式会社の
ビジョン＆ミッション

∗ 東南アジアの若者のキャリア形成と、介護施設の労働力確保を両立させる
ことで、施設の優良経営を実現し、持続可能な地域福祉社会の構築に貢
献する

1. 特定技能５年間の就労期間内にキャリア形成を実現する

2. 介護福祉士を目指す人には１００％資格を取らせる

3. 介護施設の中長期採用計画にコミットし採用数、定着率を達成する

4. 希望する人達が、正職員、定住への道へ進めるように支援する

5. 全職員の２０％が外国人労働者になっても良い職場環境を構築する



∗ 優秀な人財の採用を支援する

∗ 年間、中期採用計画に沿った人財供給（新規７８日、変更５７日の入管許可期間）

∗ 外国人採用を機に施設全体の労務管理、人事給与制度改善への貢献

∗ 外国人採用による介護施設のROI向上の見える化の提示

∗ 所属施設の事務方の業務軽減（入管への報告事項支援、VISA更新など）

∗ 契約料の範囲で、可能な費用は代替する（民間医療保険、イベント、会食、研修など）

∗ 母国語スタッフによる手厚い生活相談支援（日本語での相談を奨励してはいるが）

∗ 外国人労働者のキャリアデベロップメントの中長期での提案

∗ 介護福祉士試験合格への受験支援と正社員化のメリットの提示

∗ 一方的な転職防止ではなく、職員/施設双方のメリットを考えた定着スキームの構築

社労士の強みを活かした登録支援機関の役割り
～人事労務管理、給与制度、キャリアプラン～



雇用契約と支援体制

現地の日本語学校
人財発掘、紹介、教育

介護施設

登録支援機関
メディナケア社労士事務所

＋
対応言語スタッフ

特定技能
労働者雇用契約

支援委託契約

連携

２０２３年～

自前の日本語学校
で育成、奨学金



従来の介護施設、弊社、現地日本語学校の採用までの役割りと費用の発生

内定通知

登録支援機関

介護施設への紹介

生徒

候補発掘、育成
自校育成＆関連校

ネットワーク

採用から出国まで
をフォロー

人材紹介

介護施設の委託

書類作成、入管へ
の提出代行

在留資格取得

現地日本語学校介護施設

介護施設との委託
契約、面接調整な

ど採用準備
職場、住居の確保

OJT
入管書類作成、提出
代行、在留資格取得

生活支援
在留資格更新など

介護福祉士合格支援
介護福祉士合格支援

Web 面接

採用時顧問料
月額管理費

紹介費用
月額支援費、個別通訳費など

授業料、
生活費な
ど銀行へ
返済



新たな、介護施設、弊社、自前の日本語学校の採用までの役割りと費用の発生

内定通知

登録支援機関

介護施設への紹介

生徒の選抜候補発掘・選抜面接、
育成・３試験フォロー
自校育成に特化

採用から出国まで
をフォロー

人材紹介

介護施設の委託

書類作成、入管へ
の提出代行

在留資格取得

自前の日本語学校設立介護施設

介護施設との委託
契約、面接調整な

ど採用準備
職場、住居の確保

OJT
入管書類作成、提出
代行、在留資格取得

生活支援
在留資格更新など

介護福祉士合格支援
介護福祉士合格支援

Web又は直接面接

採用時顧問料
月額管理費

紹介費用
月額支援費、個別通訳費など

授業料、
生活費な
ど銀行へ
返済

継続勤務時返済
免除の奨学金

奨学金へ転用



自前の現地日本語学校を活用するメリット

介護施設様（所属機関）
 転職者が減ることで、研修、育成の投資効果が高まる
  従来と同じ費用負担で優秀な人財が採用できる
 優秀な人財が採用でき、介護福祉士取得率も高まることでコスト削減にもつながる
メディナケア（登録支援機関）
 定着率が高まり介護施設からの信頼が高まる
 中間組織（現地日本語学校・送り出し機関）との折衝、軋轢が無くなる
 初期投資の負担は増えるが長期的にはプラスになると考えた
生徒
 母国内での負担（主に親）が無くなるので優秀なら特定技能に挑戦できる
 就職後も借金返済が無く、親への仕送りが早期からできる

目的：～弊社の先行投資によって、中間組織への費用負担を減らして直接生徒に投資する～



∗ ２年半で７０人以上をWeb面接

∗ 優秀な候補者が増加（元ＥＰＡやＮ２）＋在日技能実習生の転換

∗ 転職者の傾向を分析して定着率の高いグループを採用

元技能実習生、男性、元EPA女性の転職率が高い

日本未経験の若い女性の転職率は低い、介護福祉士試験勉強も熱心

∗ 課題は住居問題（自治体へ支援要請活動中）

∗ 施設で１００～１５０人の採用を目標

採用状況



人事・給与改定委員会の設置

（背景）
・社会福祉法人の給与体系は「東社協規定」を基に東京都職員に準じて毎年昇給
・伝統ある施設でもあり、正職員はほぼ全員介護福祉士、正職員の職務規定のレベルが高い
・外国人の正社員化（介護福祉士合格者）が必須となり、等級における職務能力の見直しが必要

（内容）
・正社員等級１の職務内容、能力要件を明確（緩和）にし、外国人介護福祉士合格者は正社員等級１に
該当可能とした

（余談）
・１年かけても決まらない社風に愕然、そこが社会福祉法人の良いところでもあるか
・社労士として、処遇改善加算のキャリア要件などを参考に等級毎の職能、職責見直しを提案



∗ 男性に有意に退職者が多い

∗ 給与理由の退職者は若く働き盛りの男性が多い

∗ 女性の退職者は、元EPA,元技能実習など日本経験がある

∗ 怪我が理由の退職者の年齢は、３５歳以上と高い

∗ 入職者の多い施設で退職率が高い、施設特性、育成の負担が大きい可能性も

∗ インドネシア人の特性に合わせた育成、指導の必要性がある

∗ 若い女性、日本未経験の人に退職者はいない

退職者の分析

インドネシア人の特性・・・親にも叱られたことが無い、強い口調に怯える、男性は女性から叱責されると傷つく



インドネシア

国土； 世界１４位（日本の５倍）
人口； 世界４位 （２億７千万人、年齢中央値２９歳：日本４８歳）
島；  世界５位（１３，４６６）
経済； １人当り国民総所得 $4,050 （上位中所得国） 日本$40,000

ジャカルタの平均賃金 ４万円（エリート上位層１２万円）

マナド

ジャカルタ



∗ 信頼できる現地家族の協力で弊社の全寮制日本語学校を設立

∗ 授業料・生活費・特定技能試験受験費用は奨学金として無料、介護施設で５年間働く
か介護福祉士試験に合格すると奨学金の返済は免除される

∗ 授業は現地協力者と日本からのWeb授業、６か月授業で試験合格までフォローする

∗ 生徒は、原則として看護アカデミー出身者、介護福祉士に意欲のある人を選抜する

∗ 第１期生７名のうち４名が特定技能合格済みで今回７名が現地直接面接で採用された

∗ 年間１５名程度を育成する予定

マナドに設立した専属日本語学校
「私の日本語学校」（生徒たち本人のという意味）



フォーリンスタッフの採用戦略

∗ 定着率の高い、日本未経験の若い女性を採用の中心とする

∗ 介福士資格の取得に強い意欲のある人財を採用する

∗ 本人の人柄、考えを深く理解するために母国語通訳も入れた面接を行う

∗ 施設幹部による現地直接面接での採用を重視する

∗ 定期採用（年２回程度、複数人）により現場で計画的に育成を行えるようにする

∗ 自前日本語学校の生徒を早期から個々の介護施設に相応しい人財に育成する

∗ 施設の紹介ビデオにより、現地日本語学校の優秀な人財へアピールする



フォーリンスタッフの育成戦略

∗ フォーリンスタッフの中堅、リーダーシップのある人への役割り付与

∗ 人数の多い事業所に経験を積んだ優秀なフォーリンをメンターとして
異動

∗ 介護福祉士受験希望者へは計画的な研修派遣、受験支援を行う

∗ 計画的に介福士資格取得、正職員化を進める

∗ インドネシア人の特性に合った指導、育成
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∗ ２０３０年以降、介護分野の人員需給バランスは外国人人財の大幅増無くして成り立たない

∗ 社労士として介護施設の中長期計画にコミットする中での外国人人財の採用提案が重要

∗ 外国人労働者のキャリア形成と施設の成長の両方を考える介護施設との連携が必要

∗ 職場に定着する人物像を明確にしたターゲット採用が重要

∗ 外国人正職員を増やすことで職員への直接投資を増やし登録支援機関などへの間接費を削減

する介護施設の好循環モデルの実現に貢献する

∗ 日本人スタッフのフォーリンスタッフ受け入れの感度を上げる



皆様へのメッセージ

介護顧問先を持つ方は、「登録支援機関」へ登録してビジネスに繋げてほしい

外国人雇用の支援は、介護施設の労務管理、人事給与制度改革など経営コンサ

ルタントして活躍できる社労士に相応しビジネス領域

２０３０年以降の介護人材不足への対応に多くの社労士に貢献してほしい

ビジネスを開始する人へは、ノウハウと人財供給先を無償で提供します

１０月１２日東京都福祉保健局主催の介護施設とのマッチングイベント

「外国人労働者採用相談会」で推薦登録支援機関として参加しますので

顧問先介護施設へ紹介してください
外国人介護従事者受入れマッチング支援事業 ｜ 公益財団法人 東京都福祉保健財団 (fukushizaidan.jp)

https://www.fukushizaidan.jp/122gaikokujin/matching/
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